明治30年代以後における鐘淵紡績株式会社の役員と株主について by 矢倉 伸太郎


























( 1 ) この問題に関しては，平成 8 -10年度の科学研究費補助金基盤研究 (B) (2) r所有・支配
・経営からみた日本企業の百年」課題番号08453020 において，田中三樹，福井正康の諸氏と研
究した。その成果の一部については，さしあたり，田中三樹 H所有・支配・経営」からみた日











取引を目的としていた。そして， 20年 1 月 14 日に東京府より設立認可を受け， 2 月 6 日に初め
ての株主総会を開催し，役員を選出した。その後， 20年 4 月の株王総会で紡績業の兼営を満場
一致で決議し，その後， 21年 8 月 6 日の株主総会で鐘淵紡績会社と改称し，名実ともに紡績専
業となった。





会長制に変わるまで続いた。そして， 26年 5 月には専務取締役を設けるが，この会長，専務体





後屋呉服店の店主であった。そして， 26年 5 月に辞任した。彼がこのような地位に就いたのは
大株主であったからと思われる。
副頭取また副社長には設立時より大村和吉郎が就任した。彼は22年 1 月に副社長を辞任し，
取締役となったが， 24年 1 月には取締役も退任した。大村は白木屋呉服店の経営者であった。
取締役には設立当時には荒尾邦寛，山本三四郎，奥田小四郎と鍬形豊三郎の 4 名が就任した。
彼らの在任期間は，第 1 表でもわかるよフに最短で約 1 年 6 ヶ月，最長でも約 4 年とさまざま
であり，去就が激しかった。なお，彼らはいずれも綿花商であった。
( 2 ) 鐘紡の創立から25年頃までの，役員の変選を含めた経営活動については，拙稿「明治期綿紡績
























































































































































































































































































































































































































































































































































このように取締役の去就が激しいため， 21年 8 月には辞任した荒尾に代わり，三井銀行の西
邑虎四郎が就任した。彼は翌22年 1 月には大村に代わり副社長に就任し， 25年 1 月に退任する
まで実質的な経営者であった。
この他の取締役についてみると， 22年 1 月から 24年 1 月まで山本に代わり駒井英太郎が在任






が進められ，その対策として24年 1 月の株主総会で，取締役 4 名を 3 名に，社長と副社長以外


















( 3 ) 職業については基本的には人事興信所『人事興信録』同所第 1 版(明治36年)，第 3 版(明
治44年)，第 4 版(大正 4 年)によるが，煩雑さを避けるため個々人毎にいちいち版次を明記し
ていない。





























































































































































































































































































































































































































































































































































て，後任の会長には35年 1 月 13 日の株主総会で，三井物産監査役で三井家の一員である三井養
( 5 ) 
之助が就任し，依然として三井中心の態勢は変わらなかった。
35年に入り， 10月に九州紡績株式会社と中津紡績株式会社を，さらに12月には博多絹綿紡績
株式会社を，それぞれ合併した。この九州紡績株式会社は三池紡績株式会社 (22年 5 月設立) , 
久留米紡績株式会社 (22年 6 月設立)と熊本紡績株式会社 (26年 5 月設立)が33年 7 月に合併
し，九州紡績株式会社と改称したものである。三池紡績はその設立の時から三井とは関係があ
り，また，九州紡績となってからも三井物産や三井銀行とも資金的なつながりが大きかった。
一方，中津紡績株式会社 (29年 7 月設立)と博多絹綿紡績株式会社 (29年 8 月設立)とはその
ようなつながりはなかった。
35年下期からの役員の変還については，第 3 表に示されたとおりである。





諸事業の統括ならびに意思決定機関である，三井営業店重役会において， 7 月 1 日次のような
ことが審議された。
すなわち， r鐘淵紡績株式会社名義貸ノ件 可決








36年 7 月 20 日の役員改選で， 4 月に死去した取締役の益田克徳の後任に矢野二郎，監査役竹
( 5 ) r三井文庫論叢』第 7 号 (1973年11月) 322頁




( 7 ) 中津紡績株式会社の第拾弐回 (35年 1 月 -6 月)営業報告書による。
( 8 ) 三井文庫編『三井事業史』資料篇四下同文庫 1972年 701頁






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































そこで，役員の所有株数が判明する， 31年よりの各役員の株数を，第 2 表と第 3 表でみると，
在任中 1 ， 000株以上の所有者は漬口と中上川だけであった。朝吹は取締役としては限度すれす
れの100株であった。このように，役員だからといって，名義上でも多数の株数を必ずしも所
有していたとはいえないであろう。
38年 7 月 17 日の株主総会で，取締役であった矢野が監査役になり，神戸在住の華僑で貿易商
の呉錦堂が取締役に就任した。そして，監査役には， 4 月 16 日に死去した小幡と退任した林田
の代わりに，前述の矢野と神戸在住の華僑で貿易商の麦小彰が選任された。
きて，取締役の呉は21 ， 490株，監査役の麦は5 ， 400株と，他の役員とは比較にならないよう
な膨大な株式を所有していた。両名が役員に就任したのは，このような所有株数によるものと
いえよう。




(11) r法令全書j 23年法律第32号，なお，株式会社を含む商事会社については， 26年 3 月 4 日公布





前述したように， 38年 7 月に取締役に就任した呉は，就任前には530株 (37年上半期)， 2,170 
株 (37年下半期)， 13 ， 650株 (38年上半期)とその所有株数を増加きせており， 38年下半期に
は21 ， 490株の大株主となった。そして， 39年上半期でも 20 ， 110株を所有していた。しかし，周
年下半期にはわずか150株しか所有していなかった。このように，呉がその所有株数を530株か





































このような話し合いの結果をうけて， 40年 1 月 12 日の株主総会で，まず，支配人武藤が辞任
した。しかし，鈴木側の鈴木兵右衛門はじめ株主多数が従来のように尽力して欲しいとの希望
を述べた。これに対して武藤は業務監督として尽力すると答えた。
武藤は， 26年 1 月に中上川により三井銀行に採用きれた。 27年 4 月 21 日に三井銀行から暇を
もらい鐘紡に採用され， 5 月 26 日に兵庫工場在勤の支配人となった。 33年 2 月には東京本店を






採択された。そこで，二人の協議により，第 4 表のように取締役会長 日比谷平左衛門(綿花
商)，専務取締役高辻奈良造(三井同族会管理部技師) 取締役藤正純(鐘紡社員)，長










と述べている。なお， 1 月 28 日に取締役 1 名が増員され，永江が就任した。
(18) r中外商業新報j 39年11月 22 日
(19) r 中外商業新報.1 40年 1 月 13 日，以下の株主総会の様子は大部分これによる。
(20) 武藤の履歴については，前掲『武藤山治全集』第一巻所収の「私の身の上話j を参照されたい。
(21) この日付については鐘紡所蔵資料による。




全国諸会社役員録明治31年J 同所 31年(復刻 由井常彦他編柏書房刊)， r工業之大日本j









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































40年10月には日本絹綿紡織株式会社を合併するが，これに先立ち 7 月 29 日の株主総会で合併
に伴う取締役 1 名増員が決議きれ，同社の専務の前山久吉が選出された。この会社には武藤を
はじめ三井関係者が役員をしていた。





鈴木久五郎が，その地位を喪失したためである。すなわち， 40年 1 月の株主総会後の 1 月下旬
からの，株式相場の大幅な下落により莫大な損失を被り，所有していた鐘紡株を資金援助して
もらった安田銀行に引き渡した。そのため，彼は40年 6 月末の鐘紡の株主名簿では， 450株し
か所有していなかった。これに代わり安田銀行では， 40年 6 月末には行員の小笠原鎌次郎名義
で24 ， 680株を所有している。そして， 41年 1 月にこの株数をもって安田善三郎(善次郎の養子)
が，監査役に就任したのである。また，朝吹も相談役として復帰し就任した。なお，武藤は高
辻に代わり専務となった。そして，武藤は復帰直後の41年 1 月 20 日の回章(各支店工場長への




42年 7 月 13 日の株主総会で相談役の朝吹と，監査役の藤本が辞任したが，両役とも後任はお
かず空席とした。
その後， 41年以後45年まで経営陣にきしたる変化もなかった。
最後に，第 4 表によりながら， 40年以後の役員の所有株数について少しみてみよう。
役員としての在任中の所有株数が一時でも 1 ， 000株以上であったのは，専務の武藤と監査役
の藤本と同じく監査役の安田であった。このうち安田は 10 ， 000-12 ， 000株，武藤は2 ， 000-




(25) r大阪朝日新聞J 40年 1 月 16 日
(26) r中外商業新報J 39年 8 月 23 日， r大阪朝日新聞J 39年 8 月 24 日， r 日本絹綿紡織株式会社第二








それではつぎに，後掲の第 5 表~第 7 表の株式総数の増加にみられるように，鐘紡が31年以
後に行った増資についてみてみよう。
イ 32年 9 月 上海紡績株式会社を合併することにより，資本金で1 ， 500 ， 000円株式数に
して30 ， 000株を増加する。
ロ 35年10月 九州紡績株式会社を合併することにより，資本金で1 ， 288 ， 400円株式数に
して25 ， 768株を増加する。
ハ 35年10月 中津紡績株式会社を合併することにより，資本金で275 ， 000円 株式数に
して5 ， 500株を増加する。
ニ 35年12月 博多絹綿紡績株式会社を合併することにより，資本金で240 ， 000円 株式数
にして4 ， 800株を増加する。
ホ 40年 1 月 資本金で5 ， 803 ， 400円株式数にして116 ， 068株を増加する。
へ 40年10月 日本絹綿紡織株式会社を合併することにより，資本金で2 ， 400 ， 000円株式
数にして48 ， 000株を増加する。





この時期の株式総数は，第 5 表にみられるように各期とも 50.000株であり，株主総数は，各
期とも 400人台であった。また，各期の配当率は31年下半期は無配であったが，それ以外は 1






(28) 前掲『福岡県史.1 417頁の営業報告書の資本金と， 498頁の九州紡績株式会社臨時株主総会決議
要領の合併条件を参照されたい。
(29) r大阪毎日新聞J 35年 8 月 17 日




氏名・明治半期 31 ・上 31 ・下 32・上 32・下 33・上 33・下 34 ・上 34 ・下 35・上
合名会社三井銀行 24. 282 24. 282 24. 282 30.378 30.377 30.877 30.877 30.677 30.277 
日比谷平左衛門 1. 200 1. 200 1. 210 1. 965 1. 965 2.043 2.043 2.043 2. 043 
i賓口吉右衛門 1. 000 1. 000 1. 000 2.016 2.016 2.016 2.016 2. 016 2.016 
籾山半三郎 873 753 821 1. 021 753 753 853 
中上川彦次郎 658 658 658 1. 139 2.010 2.010 2.010 
野本貞次郎 600 592 
鶴岡助次郎 550 550 550 
伊東茂右衛門 450 600 600 800 700 580 
福島浪蔵 410 
佐々木政二郎 400 400 400 
亀田介次郎 600 
竹山謙三 350 
服部茂七 560 858 
半田庸太郎 370 900 870 750 
川崎栄助 851 841 841 791 
松本直巳 700 
石川栄昌 550 500 500 550 
下村善右衛門 540 
武智直道 500 500 
平塚吉兵衛 479 
藤山雷太 458 528 528 528 
呉錦堂 500 530 530 
中上川カツ 2.010 2.010 
小池田三 630 
田中茂 600 600 
武藤山治 600 
10名の計 (A) (株) 30.423 30.232 30.383 40.428 40.890 40.304 40.518 40.537 40.007 
株式総数 (B) (株) 50.000 50.000 50.000 80.000 80. 000 80.000 80.000 80.000 80.000 
A/B (%) 60.8 60.5 60. 7 50.6 51. 3 50.4 50.6 50.7 50. 2 
株主総数(人) 459 479 452 722 746 790 807 786 798 







していることを意味し，他の場合でも同様とする。三井銀行の所有株数は，各期とも 24 ， 282株





第 5 表にみられるように，この期間の株式総数は，毎期80 ， 000株であり，株主総数は700人
台から 800人台であった。株式総数が増加しているので，株主総数も増加している。各期の配
当率は32年下半期の12%から減少して33年下半期と 34年上半期は無配であった。 34年下半期か
ら復配している。株価は32年平均47.9円， 33年平均44.47円， 34年平均34.35円， 35年平均46.93








この期間の株式総数は，各期とも 116 ， 068株で，株王総数は35年下半期から 37年下半期まで
は1 ， 800人前後から2 ， 000人余であったが， 38年上半期には900人台まで、減少し，この減少傾向
は39年下半期まで続き，この期には600人台となった。配当率をみてみよう。 36年上半期には
前期の無配から 8% となって，以後 7%， 6%, 8%であった。しかし， 38年上半期より 16%
が 3 期続き 39年下半期には20% という高配当であった。これは日露戦争後のより一層の好景気












第 6 表大株主所有株数( 2 ) 
氏名・明治半期 35・下 36 ・上 36・下 37 ・上 37 ・下 ル上|ル下 39・上 39 ・下
合名会社二井銀行 38. 100 I 38. 200 38. 200 I 38. 200 38. 200 28. 200 18.200 18.200 13.200 
二井物産合名会社 6.606 3. 606 3. 606 3. 606 2. 606 
|日比谷平左衛門 2. 134 2. 134 2. 134 2. 134 2. 134 
中上川カツ 2. 078 2. 078 2. 078 2. 078 
j賓日吉右衛門 2.016 2.016 2.016 2.016 2.016 2.016 
籾山半二郎 853 963 
株式会社第九銀行 844 845 
益田孝 658 858 863 
田中茂 600 
武藤山治 600 2. 000 
半田庸太郎 1. 405 
飯田義一 1. 200 1. 100 1. 100 1. 100 
渡辺専次郎 1.022 1. 000 1.000 
: flll 川太兵衛 1. 000 1. 000 1.000 
l 粕谷龍t欠郎 850 I 
津田七五郎 1. 560 
呉錦堂 2. 170 13.650 21. 490 20. 110 
中上川次郎吉 2. 078 
|山口俊太郎 1.000 
大沢幸次郎 5. 160 2. 500 
1 3τ舎亘毛j; 、五E三ノ/ 3. 000 5. 400 5. 400 3. 680 
|呉啓j審 2.610 1. 660 i 1.660 
島徳治郎 2.250 4. 300 
l 染谷寛治 1. 910 1. 910 1. 910 
|竹原友二郎 1. 677 
|亀井小きく 1. 520 
五蚕喜代蔵 2. 100 
1 麦知審 2. 000 
|麦智卿 2. 000 1. 310 
|柳広蔵 1. 755 1. 921 
l 黒川幸七 1.590 
|八木与二郎 2. 000 2. 390 
i 中里子豊 1. 530 
!富倉林蔵 10.460 
l 鈴木久五郎 10.420 
|石田友吉 2. 350 
中島伊平 2. 085 
|豊田喜二 2. 078 
I 10名の計(.'\) (株) 54. 489 53. 364 52.847 53. 957 51. 786 61. 993 56. 105 56. 041 53.463 
|株式総数(B) (株) 16. 068 1116. 068 116.068 116.068 116.068 116.068 116.068 116.068 116.068 
i A/B (%) 46.8 45. 8 45.5 46. 5 44.2 i 53.2 51. 0 48. 2 46.2 
1 株主総数(人) 2.018 I 1.885 1. 820 1. 843 913 865 844 652 






















る。 2 位が富倉， 3 位が三井銀行であった。この期に大株主となったの株主で職業の判明する
のは，平沼で洋糸商であった。
(6) 40年下半期から 43年下半期
第 7 表によれば，この期の株式総数は280 ， 136株で，株主総数は41年上半期と下半期が3 ， 000
人台であったが，それ以後は2 ， 300人から 2 ， 500人の間であった。配当率は， 41年上半期16%か











第 7 表によれば，この期の株式総数は318 ， 553株で，株主総数は44年上半期と下半期が4 ， 000























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































付記 本稿は平成 8 -10年度科学研究費補助金基盤研究 (B) (2) 11所有・支配・経営J か
らみた日本企業の百年j による研究成果の一部である。
なお，本稿で使用した鐘淵紡績株式会社の回章などの各種所蔵資料は，以前に同社の100年
史の社史編纂室で閲覧・収集させていただ‘いたものである。改めてお礼申し上げます。
また，各社の営業報告者，伝記や会社史などの各種資料の閲覧などについては，神戸大学経
済経営研究所附属経営分析文献センターの関口秀子先生をはじめ，皆様にお世話になった。お
礼申し上げます。
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